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進化的イノベーション ・ モデルの発展
1 . 本稿の目的
小 沢 一 郎
現代の企業， とりわけ製造業が競争優位を持続する為には， r企業の主
要活動に関して継続的にイノベーションが行なわれることが， 重要な条
件J1lであることを基本認識として， 本研究は， その「イノベーション」に
着目したものである。
ここでは「イノベーション」を， r経済成果をもたらす革新」ととらえ
るが， それは「狭義の技術革新」にとどまらず「広い意味での革新」であ
り， r経済成果を目指し製品や製法が市場で受け入れられて初めて実現す
るものJ2)である。 従って， イノベーションを検討するにあたっては， イノ
ベーションに係わる「企業」と「顧客/市場」双方の行動主体を常に念頭
におかねばならないと考えている。
また， イノベーションは， 次ページく図.1.1 イノベーションの類型化
例>3)のように類型化されているが， 本論文では， r既存技術の破壊(図の
右側) J， 特に既存市場を置き換えかっ新市場へ拡大していく類のイノベー
ション(右下を置き換えて右上へ拡大)にフォーカスしたい口、
「連続的， 漸進的イノベーションも非連続なイノベーションにひけをと
らない重要性を持っているj1)ことに異論は無いが， ここでは， 画期的イメ
ベーションによって生ずる「進化」とも言うべき従来と不連続な世代交代
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図.1.1 イノベーションの類型化例
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(出所) Abernathy， W.]. ， K.B.Clark (1985) "Innovation: Mapping 
the Winds of Creative Destruction." Research Policy， Vo1.14， No.1，pp.3-22. 
に注目するO それは， I新たな技術体系から成る新システムが顧客によっ
て受け入れられ， 全体的に従来型システムから新システムへとドラスティ
ックに移行していく類のイノベーション」を乗り越えること， さらには，
そのイノベーションの機会を捉えて自社をより優位なポジションへとシフ
トさせることが， 中期的な経営戦略において極めて重要な事項であると考
えるからであるO
本研究では， この類のイノベーションを仮に「進化的イノベーション」
と呼び\この進化的イノベーションを乗りきるべく 各企業が経営戦略を
策定する基礎とする為に， Iイノベーションのモデル化Jを研究目的とし
ているO 既に小沢(2005) は， 進化的イノベーションのモデル化を試み
たが， そのモデルをさらに発展させることが本稿の目的であるO
2. 進化的イノベーションの従来モデル
2 -1 . はじめに
小沢(2005)は， 第3章で進化的イノベーションによって従来システム
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から新システムへドラスティックに移行していく概観をモデル化した後に,
第4章で進化的イノベーションが,どのようなダイナミックなパワーバラ
ンスによって進行するのかについてモデル化を行なっている｡
本稿はそのパワーバランス･モデルの発展型に関する考察なので,まず
そこで提案されたモデルについてレビューすることに,本章を充てること
とする｡
小沢(2005)の検討アプローチとして,進化的イノベーションの進行メ
カニズムを｢顧客とイノベーションの関係｣と, ｢企業とイノベーション
の関係｣について分析し,それらを統合して, ｢イノベ一㌢､ヨンのパワー
バランス｣としてまとめている｡そして,各企業の技術戦略･マーケテイ
ング戦略に対するインプリケーションを考察して体系化している｡
2-2,顧客とイノベーション
まず,最初の2-2節では, ｢顧客とイノベーションの関係｣についてレビ
ューする｡
ロジャース6'はイノベーションを採用する人々に関して, <図.2-2.1
相対的採用時期を基準とする人々のイノベーション採用タイプ分類>のよ
<図.212.1相対的採用時期を基準とする
人々のイノベーション採用タイプ分類>
1又2 cr　　　又cr x :i+ o･
(出所) Rogers,E.M. (1962) DiBhsl'on oflnnovatfons, Free Press,p.162.
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うに分析し， イノベーションを採用する時期が早い方から， r革新的採用
者Jr前期少数採用者Jr前期多数採用者Jr後期多数採用者Jr採用遅滞者J
という 5つの採用者グループに分類しているO
このロジャースの分類にヒントを得て， 正規分布で表現された顧客集団
を概念上用いるが， 図の左右を反転し， く図.2-2.2 イノベーション採用
へ向かう人々の移動>のように『時間と共にこの 顧客集団がイノベーショ
ン採用の早い「革新者」を先頭にして， 分布 (山)ごと右へ進んで、行くj
と考えるO
く図.2-2.2 イノベーション採用へ向かう人々の移動>
w�繍搬�4韓協F
そして，く図.2-2.3 顧客とイノベーション>のように， r (固定された)
「採用のハードル(ゴール)Jを越えた顧客が， 次々とイノベーションを採
用していく.L と考えるO
ここで， 図に①・②で示した2つの動機， す なわち，
①顧客がイノベーション採用へ向かう動機 (=右へ進む動機)
② 顧客がイノベーション採用をためらう動機 (=右へ進むことをためら
う動機)に関して， rデジタル写真システムの採用 」を題材にして検討し，
いくつかのポイントを例示しているD
①顧客
がイノ
ベーシ
ョン採
用へ向かう動機 (=右ヘ進む動機)
1)顧客が， これまでのシステムとは異なる新たな価値(評価尺度)を評
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<図.2-2.3 顧客とイノベーション>
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むことを
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動機
(=右へ進
む動機)
価
2)顧客の「 デジタル機器リテラシー(取扱い能力)の向上」。
3)顧客が感じる「ネットワーク外部性J。
4)顧客の「心理的要因(変化に対する選好意識や流行イメージ)j。
5)支払余力が有ることO
②顧客がイノベーション採用をためらう動機(右ヘ進むことをためらう動
機)
1)サンクコストに対する意識。
2)従来システムを廃棄する(未使用状態にしてしまう)ことへの罪悪感。
3)スイッチングコストの大きさD
4)状況の見極め/次機種狙い， による「買い控え」。
5)デジタル機器に対する「リテラシー不足j， I苦手意識J。
6)顧客の「心理的要因(アンチ流行， 変化に対する拒絶意識)j。
7)支払余力が小さいことO
これらはそれぞれの動機をフルカバーしているものでは無いが， 二方向
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のパワーの存在を実感するに足る内容となっているものと考えるD
2 - 3. 企業とイノベーション
方， 1採用のハードルjは， 逆に左へ移動していく， と考えているo 1採
用のハードル」を左へ進ませる(1採用の障壁を下げるJ)のは， 1システ
ムを提供する各企業」の動きであるO 従って ハードルの位置は各企業に
よって多少異なり， 仮に顧客が不変で、右へ移動しなくとも， ハードルを逸
早く左へ進ませた企業が， 次にイノベーションを採用する顧客を獲得して
いく構造にあると考えるO しかしながら， 全ての企業が挙って新システム
への移行のみを戦略的に選択するかというと，必ずしもそうでは無い。様々
な状況によって敢えてイノベーションの採用容易化を「渋るJ企業も存在
するのであるO
この様子をく図.2-3.1 企業とイノベーション>に示した。
ここで， 図に③・④で示した2つの動機， すなわち，
①イノベーション採用容易化を企業が「進めるj 動機(ハードルを左へ進
<図.2-3.1 企業とイノベーション>
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④イノベーション採用容易化を企業が「渋る」動機(ハードルを左へ進め
ることを拒む=障壁を保持したい動機)
に関して， rデジタル写真システムの採用」を題材にして検討し， いくつ
かの具体例を示しているD
③イノベーション採用容易化を企業が「進めるj動機
「新システムの方が相対的に魅力的」で， 早く新しい土俵で勝負したい
企業が抱く動機。
1)新システムにおける技術優位性
2)新システムでの新規参入狙い
3)新システムにおけるブランドイメージの早期構築狙い
4)新システムの販売チャネル優位性
5)従来システムで、劣勢だ、った企業の新規巻き返しチャンス
④イノベーショシ採用容易化を企業が「渋石J動機
「旧システムの万が相対的に魅力的積極的選択)J或いは「新システム
への移行が難(消極附選択)J等の理由により， 旧システム延命を重視す
る企業の動機。
1)新システムでの技術劣位
2)旧システムでの優位性・高収益性
3)自社内でのジレンマ(自社内競合/矛盾)
4)旧システム関連で抱える自社リソースが大きい。
5)旧システムで抱える販売チャネルへの義理やシガラミなど。
このように産業構造の変化を背景として， 各企業が所有する「能力/資
源」と， 各企業の「ポジション」によって， 上記のような各種の動機が生
じてくるものと考えられるO
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2-4. イノベーションのパワーバランス
このように， イノベーションに係わる2つの主体である， 1顧客」と「企
業Jのそれぞれに関して， イノベーションを「推進するグループ」と「跨
賭するグループ」 という4つの動機を検討してきたO それぞれの動機に沿
って各主体は行動しようとするので， そこにはイノベーションを取り巻い
て14つのパワー」が存在しており， 1イノベーションの進行速度」はそ
れら14種類のパワー」によって決定する， と考えられる。それは， く図.2-
4.1 イノベーションのパワーバランス ・ ・ ・ モデル>のように総合化で
きるO
<図.2-4.1 イノベーションのパワーバランス ・ モデル>
* 1イノベーションの進行速度」は，
これら14種類のパワー」によって決定する!
③C/F :Company/Forward 
-企業が，イノベーション採用容易化を，進める力
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ハ
ー
ドルを左へ進ませるカ)
②U/S :User/Stay 
-顧客が， イノベーション採用を， ためらう力
(=右へ進むことをためらうカ)
④C/S :Company/Stay 
-企業が， イノベーション採用容易化を， 渋る力
(=
ハードルを左へ進めることを拒む力)
①U/F :User/Forward 
外部環境要因
(与件と扱う)
-顧客が， イノベ
ー
ション採用ヘ， 向かう力
(=右へ進む力)
この図のように，
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①U/F (User/Forw訂d) :顧客がイノベーション採用へ向かう力
②U/S (User/Stay) :顧客がイノベーション採用をためらう力
③C /F (Company /Forward) :企業がイノベーション採用容易化を進
める力
④C/S (Company/Stay) :企業がイノベーション採用容易化を渋る力
という4種類のパワーバランスによってイノベー ションの進行速度は決定
する， とまとめられる
なお， ここで検討対象としている顧客と企業に間接的に影響する要因が
ある。 例えば景気百為替動向などの経済的要因や政治的要因など等である
が， ここではこれらの要因は外部環境要因として扱うO 何故なら， そのよ
うな外部環境要因の下でも 4種のパワーというひとつの纏まった「系」
として図示のように考えうるからであるO
2-5. 技術戦略とマーケティング戦略へのリンケージ
さて， Iイノベーションのパワーバランス・モデル」によって， イノベ
ーションの進行メカニズムがモデル化された。 これをイノベーションの採
用容易化を進めたい企業とそうでない企業という 2つの戦略グループを
主体として見た時に， それぞれの企業群に属する各企業における技術戦略
やマーケティング戦略は， どのように体系化できるだろうか。
く図.2-5.1 技術戦略とマーケティング戦略へのリンケージ>に戦略立
案検討の体系を纏めてみた。
(A)社: I①C/F (Company /Forward) Jに属する企業と" (B)社: I④ 
C/S (Company/Stay)Jに属する企業に関して， それぞれ①， ②， ③，
④という4つの力に対する基本戦略が必要なので， 合計8種のケースを，
(A-l) ""' (A-4) ， (B-l) ""' (B-4)という8項目に分けで述べることと
する。
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<図.2-5.1 技術戦略とマーケティング戦略へのリンケ-ジ>
*各企業の戦略は， 企業問での「競争jと「協調J，
そして， 顧客への14種のアプローチ」
④消極的企業/組織
I �� I 
: 1r--�-l!iIJ 
- イ ノベ ー シ ョン採用をためらう顧客 - イ ノベ ー ション採用へ向 かう顧客
(A) I③C/F (Company/Forward) Jに属する企業の戦略
まず， I③C/F (Company /Forward) Jという， イノベーションを進
めたい戦略グループに属する企業が， ①， ②， ①， ④という4つの力に対
して， それぞれどのような基本戦略で臨むべきかを整理し， 写真システム
の例で検討ーしてみるO
(A-l)顧客がイノベーション採用ヘ向かう力に対する戦略( :①の力
への戦略)
『促進Jが基本戦略となるO 顧客がどんどんとイノベーション採用へ
向かうように促進する， ということであるo 2.2節の， I①顧客がイノベ
ーション採用へ向かう動機」で検討-した， I新たな価値の訴求JIネット
ワーク外部性JI顧客の心理的要因Jなど， をさらに刺激し強化するこ
とになるO
(A-2)顧客がイノベーション採用をためらう力に対する戦略( :②の
力への戦略)
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『軟化』が基本戦略となる。 ためらう顧客を分析して動機を排除し，
ためらう態度を軟化させることによって， イノベーション採用へ進むこ
とを促すのであるO
2.2節の， r②顧客がイノベーション採用をためらう動機」で検討した，
「スイッチン グPコスト Jrサン クコスト」などのそれぞれに対して， ため
らう動機を排除することになるO
(A-3)同じ戦略グループに属する他企業に対する戦略い③の他企業
への戦略)
『競争』と『協調』が基本戦略となるo 例えば， デジタルカメラとホ
ームプリン ターとのダイレクト ・ プリン ト機能に関する規格統一 ( 例え
ばPictBridge規格) で各社が協調する等， イノベーション を進めたい
という共通目的のもと， r競争と協調」を巧みに織り交ぜることが重要
となるD
(A-4)異なる戦略グループに属する企業に対する戦略( :④の企業へ
の戦略)
より上位の共通目的の為には協調することもあるが， r競争J が基本
戦略となる。
(B) r④C/S ( Company/S加.y) Jに属する企業の戦略
次に， r④C/S ( Company/Stay) Jという， イノベーション を渋る戦
略グループに属する企業の戦略を検討してみるo (A) と同様に， ①， ②，
③， ④という4つの力に対して， それぞれどのような基本戦略で臨むべき
かを整理し， 写真システムの例で検討してみるO
(8-1)顧客がイノベーション採用へ向かう力に対する戦略( :①の力
への戦略)
『抑制』が基本戦略となる。 顧客がイノベーション採用へ向かう勢い
を弱めるように抑制するということであり， 2.2節の， r①顧客がイノベ
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-ション採用へ向かう動機｣で検討した, ｢新たな価値の訴求｣ ｢ネット
ワーク外部性｣ ｢顧客の心理的要因｣などを抑えることになる｡写真シ
ステムの例で考えると, ｢新たな価値の訴求｣に対抗して, ｢従来価値の
訴求｣と, ｢代替手段の捷供｣が挙げられる｡
(B-2)顧客がイノベーション採用をためらう力に対する戦略(:②の
カへの戦略)
『強化』が基本戦略となる｡ためらう顧客を分析して動機を理解し,
ためらう態度を強化(硬化)させることによって,イノベーション採用
を遅らせるのである｡ 2.2節の, ｢②顧客がイノベーション採用をためら
う動機｣で検討した, ｢デジタル機器のリテラシー不足｣ ｢心理的要因｣
などのそれぞれに対して,ためらう動機を強化することになる｡
(B-3)違う戦略グループに属する企業に対する戦略( :③の企業への
戦略)
(A-4)と同じく,より上位の共通目的の為には協調もあるが, 『競争』
が基本戦略となる｡
(B-4)同じ戦略グループに属する他企業に対する戦略( :④の他企業
への戦略)
(A-3)と同じく, 『競争』と『協調』が基本戦略となる｡イノベーシ
ョンを遅らせたいという共通目的のもと,これまで検討してきた(B-1),
(B-2), (B-3)の各戦略において｢競争と協調｣を巧みに織り交ぜるこ
とが重要となる｡
2-6.小指
さて,小沢(2005)の第4章で碇案されたモデルをレビューしてきた｡
イノベーションのパワーバランス･モデルと,それを利用した戦略類型を
まとめると<嵐2-6.1各企業の基本戦略>のようになるが,次章でパワ
ーバランス･モデルの改良を検討し新たな戦略へ繋げていくこととする｡
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<表.2-6.1 各企業の基本戦略>
云せ
①U/F ②U/S ③C/F ④C/S 
(User/ (User/ (Company (Company 
Forward) Stay) /Forward) 〆Stay)
③C/F 
競争
(Company 促 進 軟 化 競争と協調 まれに協調
/Forward) 
④C/S 
競争(Company 抑 制 強 化
まれに協調 ，
競争と協調
/Stay) 
3. 進化的イノベーション ・モデルの発展
3-1. はじめに
前章でレビューした， 小沢 (2005) のパワーバラン久・モデル の発展型
に関して考察を加えていくD まず4つの行動主体のパワーについて改善し，
その後に企業聞の相互作用と顧客間の相互作用を勘案して， 新たなイノベ
ーションのパワーバランス ・モデル を構築することとするO
3-2. 新先なパワーバランス・モデル
前述の， く図.2-4.1 イノベーションのパワーバランス ・モデル >に2
つの改良を加え， く図.3-2.1 イノベーション のパワーバランス ・モデ
ル >とするが， 各改良点と改良の理由は以下の通りであるO
まず， 改良の1つ目として 4種類のパワーの名称、を理解し易く変更し
たことであるO すなわち， I①U/F ( User/Forward) :顧客がイメベー
ション採用へ向かう力 (右へ進む力 Jを「①顧客の積極的パワー:顧客
がイノベーション採用へ向かう力 (右へ進む力) Jに， I②U/S (User/ 
Stay) :顧客がイノベーション採用をためらう力 (右へ進むことをためら
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<図.3-2.1 イノベーションのパワーバランス ・ モデル>
* 1イノベーションの進行速度jは， これら14種類のパワーJと，
背後にある16種類の相互作用」によって決定する!
③企業等の積極的パワー
・企業等か\イノベーションを進める力
(=採用容易化のハードルを左へ進ませる力)
外部環境要因
(与件と級う)
5⑩ 
②顧客の消極的パワー
・顧客が，イノベーション採用をためらう力
(=右へ進むことをためらう力)
c⑩ 
④企業等の消極的パワー
.企業等が，イノベーションを渋るカ
(=採用容易化のハードルを左へ進める
一一~ し\ ことを拒む力)
(相互作用)
①顧客の積極的パワー
外部環境要因
(与件と扱う)
・顧客ヵヘイノベーション採用へ向かう力
(=右へ進む力)
⑩3 
う力)Jを「②顧客の消極的パワー:顧客がイノベ ーション採用をためら
う力(右へ進むことをためらう力)J に， r③C/F(Company /F orward) : 
企業がイノベーション採用容易化を進める力(ハードルを左へ進ませる
力)Jを「①企業等の積極的パワー:企業等がイノベーションを進める力
(採用容易化のハードルを左へ進ませる力)J に， そして「④C/S (Com­
pany/Stay) 企業がイノベーション採用容易化を渋る力(ハードルを左
へ進めることを拒む力)Jを「④企業等の消極的パワー:企業等がイノベ
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-ションを渋る力(採用容易化のハードルを左へ進めることを拒む力)｣｣
にそれぞれ変更した｡
次に,改良の2つ目として, ③企業等の積極的パワーと④企業等の消極
的パワーの間には, 3-3節で述べるように相互作用があることを明示した｡
r司様に, ①顧客の積極的パワーと, ②顧客の消極的パワーの間にも, 3-4
節で詳述するように相互作用があることを明示してある｡さらに①, ②,
③, ④という4つのパワー自体,それぞれが内在する様々な志向を持つパ
ワーの相互作用から形成されている様も明示した｡この企業等の間に存在
する相互作用と顧客間の相互作用を明確に意識することは,その後の｢第
4章:企業戦略の発展｣に大きな影響を及ぼすものであり,本稿の中心的
なテーマとなっている｡
3-3.企業等の間に存在する相互作用
企業等間の相互作用に関しては, <図.2-5.1技術戦略とマーケテイン
グ戦略-のリンケージ>に｢協調と競争｣という企業戦略が存在すること
を既に示していたが,これまでパワーバランス･モデルには示していなか
った｡そこで,企業等の積極的パワーと消極的パワーのそれぞれが相互作
用を内在すると共に,双方のパワー間にも相互作用が存在している様子を
明示することとした｡それは,現在におけるイノベーションと企業戦略を
考える上で,企業等間の相互作用は顧客間の相互作用と並んで非常に重要
な鍵概念となっていると考えるからである｡
(1)新たな競争観
企業等間に競争という相互作用があることは言うまでもなく競争戦略論
として学術的にも一一一分野を形成しているが, 1990年頃から,単なる敵対的
な競争という意味合いを越えた捉え万も数多くなされるようになっている｡
例示すれば,沼上他(1993)7)は, ｢これまでの競争観に代わる視点の模
索｣として, ｢製品の晶質向上とコスト低下を説明する上で選択圧力の存
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在を重視する競争観(選択淘汰観)と,競争プロセスのもつ情報創出機能
を重視する競争観(発見プロセス観)｣の2つを紹介し,さらに｢後者(発
見プロセス観)の立場をより具体的に展開して,市場を介した対話のプロ
セスとして企業の競争行動を解説する｣とし,解読のための｢足場を構築
し,電卓産業における競争行動の事例分析に適用｣している｡
(2)日本企業間の同質的行動と差別化行動
宇田川他(2000)8)は,企業レベルの競争行動として(a)模倣･改善行動
と(b)差別化行動に,産業レベルの短期的な企業間競争を｢競争フェーズ｣
と呼び(a)同質的競争と(b)差別化競争に,さらに産業レベルの長期的な
企業間競争を｢競争パターン｣と呼び(a)同質的競争と差別化競争の繰り
返しパターン(b)繰り返しパターンの欠如(C)規制卜の量的競争に,それ
ぞれを分類して分析を行なっている｡ (b)繰り返しパターンの欠如とは,
繰り返しパターンが無く同質的競争が継続するケースか,或いは差別的競
争が継続するケースを指しており,また(C)規制下の量的競争とは,政府
による規制などによって,そもそも競争が欠如しているパターンである｡
このように, ｢対話｣を含む企業間の相Fi-.作用が成り立っているがゆえ
に,同質的競争や差別化競争が行なわれる結果に繋がるものと考えられる｡
浅羽(2002)9)は, ｢同質的行動は,単なる外部環境の変化に対する共通の
反応だけでなく,企業間の相互作用の結果としてもたらされる｣とし,
<表.3-3.1同質的行動の理論の分類>を提示している｡
このマトリクスの横軸は企業が同質的行動をとる動機に関して,｢競争｣
と｢共謀///協調｣の二つに分類されている｡ ･方,縦軸は模倣される企業
の特徴に関して, ｢(模倣する側の企業と)類似の企業｣と｢情報豊富な企
業｣の二つに分類されており,マトリクスの中には3つの仮説が位置づけ
られている｡まず,競争を緩和するために共謀して同質的行動をとる｢共
謀仮説｣として戦略グループや複数市場での競争(multimarket competi-
tion)の理論を含めたカテゴリーとし,競争の結果同質的行動が生じると
模|
1h� 
さ
れ
る
ょ
業
λι \ 
特の
桂文
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<表.3-3.1 同質的行動の理論の分類>
同質的行動の動機
虫�兄虫 争 共謀/協調
競争仮説 共謀仮説
リスク最小化 戦略グループ
類似の企業
follow寸h争leader …争
]
winner takes all 
情報仮説
情報豊富な企業
模
倣的同形化
群集行動
(出所)浅羽茂(2002) r日本企業の競争原理: 同質的行動の実証分析』
東洋経済新報社， 44頁。
いう「競争仮説」にはrfollow-the-leader J行動や「一人勝ち(winner takes 
a1l) J状況における競争というリスク最小化の考え方を含めたとしている。
さらに， 企業が情報収集コストを節約したり， 正当性を獲得するために情
報豊富な企業を模倣する「情報仮説Jとして模倣的同形化や群集行動の理
論を含めたとしている口
このよう に， 特に日本企業の企業間相互作用を検討する上で， この同質
的 行動と差別化 行動に関する特性 は理解しておく必要があるものと考えるO
( 3 )業界標準を巡る相互作用
また， 企業聞の相互作用 として「業界標準」を巡る研究もこの時期にな
されているO 例示すると， 浅羽(1995)10)， 新宅他(2000)11)などが挙げら
れ， 山田(2004)ωlこは， 山田(1989)ω以降の研究成果が纏められている。
この業界標準 には， 公的な標準である「デジュリ・ スタンダード」と， 企
業問競争によって， いわば力関係で決まっていく「事実上 の標準」を指す
「デファクト・ スタンダード」 の二つがあるが， r標準Jの獲得を巡って激
しい企業活動が発生することから， デファクト・ スタンダードに関する研
究が重要性を増しているものと捉えられるO
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進化的イノベーションが進行するに際しても,特にその前期においてデ
ファクト･スタンダードを獲得するための企業間の競争と協調の活動が活
発に行なわれる｡イノベーションのパワーバランス･モデルにおける企業
等間相互作用の部分について押さえておくべき事項であろう｡
(4)戦略的捷携
企業間の相互作用の重要性に関して検討すべき事項として,企業間のア
ライアンス(戦略的捷携)とM&A (買収/合併)活動の活発化が挙げら
れる｡まず,企業間の戟略的提携に関して検討するが,筆者も所属する慶
癒義塾大学商学部戦略経営研究グループが継続的に毎年実施しているアン
ケート調査には,戦略的碇携に関する調査項目が組み込まれている｡
直近の2005年度調査結果14' (上場製造業1300社に調査票送付, 203社が
回答)で,戟略的提携対する取り組みの積極性を6段階評価で質問したと
ころ,積極的とする上位2段階へのマークの合計が59.2%であり積極的な
取り組み状況が伺える｡他方,戦略的操携を行なっていない企業は23.9%
であった｡戦略的提携のパートナーについての質問では,競合企業と回答
した企業が37.7%,顧客企業が23.9%,仕入先が20.0%,異業種が18.5%
となっている｡このように競合企業が他の3つのカテゴリーのそれぞれの
約2倍の高い値を示しており,競合企業とはまさに競争しながらも協調関
係を築こうというように,両方向のオプションを用意しながら企業間関係
を継続していることが読み取れる｡戦略的提携の目的について,足下の短
期的目的から将来へ向けた長期的目的まで3段階の選択肢として, ｢既存
製品の製造コスト削減のために他社の技術能力を利用｣, ｢他社の技術能力
の補完的利用による新製品･新事業開発｣, ｢他社の技術能力との相乗効果に
よる第3の技術･製品の開発｣を用意したところ,項目順に26.7%, 42.0%,
31.1%という回答を得た｡ピークは中期的とも言える補完的利用タイプに
あるが,各種の目的で戦略的提携が行なわれていることが理解できる｡
一方,日本の公正取引委員会が上場企業を対象として2002年に初めて公
% 
100 
80 
60 
40 
20 
O 
進化的イノベーション ・ モデルの発展 221 
<図.3-3.1 業務提携件数の増減傾向>
提携全体|生産 販売 購入 物流 研究 抜術 標準
・増加 口横恥 園減少 口分からない l
(出所)公正取引委員会(2002)
関した調査結果(製造業， 卸・小売業 959 社に調査票送付， 504社が回答)
によると， 業務提携件数が5年前と比較して増加したかという質問に対す
る回答はく図.3-3.1 業務提携件数の増減傾向>15)のようであるO まず，
提携全体について， 業務提携件数が5年前と比較して増加した企業が51%，
横ばいが34%， 減少が 4 %であるO また， 機能別内訳での増加傾向は， 研
究が42%で一番高く， 販売の34%， 生産の32%と続いているO なお， 合わ
せて実施されたヒアリング調査によって明らかにされた提携件数増大の背
景として， Iグローパルな競争圧力の高まりJ， Iイノベーションを巡る競
争の激化J， I事業再構築への対応」などが挙げられているO
この回答にもあるように， イノベーションへスピーデイに対応するため
には， 戦略的提携は欠かせない手段のひとつとなっており， 企業間の協調
活動が活発化していると認識すべきであろうO
(5) M&Aと企業統合
企業聞の業務提携が良好な相互作用を醸し出す状況が明らかになると，
企業が次に目指すオプションの一つは企業統合である。 そこで企業統合を
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含むM&A件数の推移に関して ， 日本のM&Aファームとして実績あるレ
コフ社の2006年調査(2006年は1�8月の8ヶ月のみの集計)によると ， 日
本企業が係わるM&Aの件数の推移は ， く図.3-3.2 日本企業が係わる
M&A件数>161のように推移しているD
内訳は4種類に分類されており，IIN-INJが日本企業同士のM&A， IIN­
OUTJが日本企業による外国企業へのM&A， iOUT-INJが外国企業によ
る日本企業へのM&A， iOUT-OUTJは日本企業が海外で買収した企業が
絡むM&AとなっているO
3，000 
2，500 
2，000 
1，500 
1，000 
500 
O 
<図.3-3.2 日本企業が係わるM&A件数>
-IN-IN 口IN-OUT
-OUT-IN 口OUT-OUT
2，725 
1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 20032004 2005 2006 
1-8月
(出所) (株)レコフ(2006)
M&A件数は199 0年のバブル時に一度ピークを迎えたが件数としては
700件台でかつ， IIN-OUTJの方がIIN-INJよりも多い状況であったO
ブリジストンによるファイヤーストーン買収(1988 年/約 26億ドル)や三
菱地所によるNYロックフエラーセンター買収(1989 年/約8.5億ドル)
などの大型買収が次々と行なわれた時期であるO それに対して2005年は
M&A件数が2 ， 725件で、かつ， IIN-INJが全体の約 8割を占めているO こ
のように日本企業問のM&Aが歴史的に見て最も活発な時期に現在の日本
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企業はいると認識することがポイントであるO
以上3-3節を通じて企業等間の相互作用について考察し， イノベーショ
ンのパワーバランス ・ モデルにおいて企業等の積極的パワーと消極的パワ
ーのそれぞれが相互作用を内在しつつ， 双方のパワー聞にも相互作用が活
発に作用している状況を理解して， 企業戦略を引き出すための準備とした。
3-4. 顧客間の相互作用
前節では， 企業聞の相互作用について検討してきたが， 同様の趣旨で本
節では顧客間の相互作用について検討を加えたい。 Rogersのイノベーシ
ヨンの普及理論においても各採用者グループ内とグループ聞の相互作用を
述べているが， ここで改めて消費者の意思決定プロセスに関してレビュー
した後に， 顧客間の相互作用に関する伝統的な理論をレビューし， その後，
この10年間で日本市場にもすっかり定着したインターネットなど情報技術
(IT)発展の影響力を加味した顧客間相互作用を考えていきたい。
( 1 )消費者意思決定プロセス
田中・清水(2006)J7)は， 消費者意思決定プロセスは， Howard-Shethモ
デル川に代表される「刺激一反応型モデル」から， Bettmanモデル削に代
表される「情報処理型モデル」に移行し， その欠点を補足すべくPe均rと
Cacioppoによる「精織化見込みモデル(elaboration likelihood model: 
ELM) J20)が登場した結果， 現在の消費者購買意思決定プロセスを示すモデ
ルとしては， BettmanモデルにELMモデルの考え方を組み合わせたもの
が主流であるとしているO さらにそのELMとは消費者の態度形成を論理
的に決める中心的ルートと感情的に決める周辺的ルートに分け， どちらの
ルートで態度が決まるかは当該消費者の動機付けの程度と能力に依存する
という考え方ではあるが， 消費者はどちらか一方のルートだけではなく両
方を考え合わせて態度を決める場合が多いと考えるべきであるとしているO
このBettmanモデルの概略図をく図.3-4.1 Be仕manモデルの概略図>
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に， ELMの概念図をく図.3-4.2 ELMの概念図>に， また清水が「動機」
の代理変数として「関与Jを用いて纏めた意思決定ルートの表を， く表.3-
<図. 3-4. 1 Bettmanモデルの概略図>
(出所)清水聴(1999) r新しい消費者行動』千倉書房， 82頁
<図.3-4.2 ELMの概念図>
周辺的(感情的)
処理 |周辺的ルート
中心的
ルー
ト
態 度
(出所) Pe町r， R. E. and J. T. Cacioppo (1986)， Communication and Persuasion 
Central and Per砂heral Routes to Attitude Change， Springer-Ver1ag. 
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く表.3-4.1 関与と意思決定ルート>
感情的関与 分析的関与
高関与
主として 主として
周辺的ルート 中心的ルート
低関与 主として 周辺的ルート
(出所)清水聴、(1999) r新しい消費者行動』千倉書房， 107頁。
4.1 関与と意思決定ルート>として示す。
さて， 顧客が写真システムのデジタル化などの進化的イノベーションに
直面したケースにおいて， どのような意思決定ルートを選択することにな
るであろうか。 イノベーションによる変化の度合いが大きいほど， 分析的
関与は一般人にとっては難しくなるものと考えられ， 顧客の意思決定ルー
トは周辺的ルートのウェイトが相当程度に高まっていくものと考えられるO
このようなケースにおいては， 一人の顧客が他の顧客から受けとる情報に
よって意思決定が左右されることとなり， ここに， 進化的イノベーション
が進行していくに際して， 顧客聞の相互作用が非常に重要な意味を持つこ
とになると考えられるのであるD
( 2 )準拠集団
清水 ( 1999)却によると， 準拠集団とは個人の行動に影響を与える人々
の集団のことを指し， 最初にHyman ( 1942)却が概念を提唱じ， その後
Boume ( 1957)却が消費者行動の分析手法として導入したが， Park&Lessig 
( 1977)却はこの準拠集団を役割に着目して3種に類型化したとされているO
すなわち， .1情報源色しての役割 j， 1功利的な判断をするための役割 ( 購
買に際し集団からの賞・罰を基準とする)j， 1価値表現としての役割 ( 購
買に際し自分の選択の肯定に使用/所属する集団のイメージに一致させ
る)j の3種類で， このうち最初の「情報源」に関して， Lazersfeld ( 1959) 
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が,対人的影響(personal influence)の研究成果として｢情報の二段階性｣
(マスメディア-オピニオンリーダー-各個人)を主張し,これが顧客サ
イドの情報伝達力の重要性に結びついて,その後の口コミの研究として展
開したとされている｡
この口コミに対して慣岡(1993)26)は, ｢対象商品の不確定要素が多い場
合に口コミが効果を持つ｣と主張しているが,進化的イノベーションとの
関連を考えた場合,顧客がイノベーションに直面した時点においては,不
確定要素としては極めて高い状態であると想定される｡さらに,インター
ネットなどが進展し続けている現在においては口コミの発信頻度(Out-
bound)も受信頻度(Inbound)も,さらに口コミ情報の到達範囲(rea血)
も内容の充実度(richness)も増加しており,結果として口コミの総合的
な影響能力とその効果は非常に増大していると考えられる｡これに関して
は後述の｢(4)インターネット時代における消費者間の相互作用｣にお
いて,さらに検討を深めることとする｡
(3)顧客間相互作用の既存理論
これまでに,顧客間の相互作用に関して様々な効果/理論が提案されて
いる｡ここでは,それらの効果等が,パワーバランス,モデルにおいてど
のような位置づけで捉えることができるのかを検討しておきたい｡
まず,顧客グループ内における相互作用の効果として,積極的グループ
内においては, ｢ネットワークの外部性(利用者が増大する程に得られる
便益も増大する効果)｣が挙げられるであろう｡
また,顧客グループ間の相互作用として,積極的グループから消極的グ
ループに対する影響力としては, ｢バンドワゴン効果(利用者が多数にな
る程に購入が動機付けられる効果)｣, ｢ヴェブレン効果(他人に見せびら
かしの為の消費という効果)｣, ｢デモンストレーション効果(他人の消費
が自己の消費を誘発していく効果)｣, ｢ハロー効果(先進的製品等を持つ
ことによって,持ち主に後光が差すような効果)｣等が挙げられるであろ
<表.3-4.2 消費者情報源>
人 的 非 人 的
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うO また， マイナス効果として「スノッブ効果(利用者が多数になる程に
購入意欲が減少する効果) Jも作用するものと考えるO 一方， 消極的顧客
グループから積極的顧客グループに対する反作用としては， 上記の「スノ
ッブ効果」が多少係わると思われるO 以上の議論をく図.3-4.3 顧客間相
互作用に関する理論の位置づけ>に纏めた。
<図.3-4.3 顧客間相互作用に関する理論の位置づけ>
乙
*バンドワゴン効果(+)
*スノッフ町効果(ー)
*ヴェブレン効果(+)
*テzモンス卜レーション効果(+)
*ハロー効果(+)
くこ l 
l ご〉
や
、d
ル性ク部客外 顧ウ 的チ 極沖積、
や
<
* 
<消極的顧客グループ>
1*スノッフ効果(ー)1
( 4 )インターネット時代における消費者間の相互作用
池尾(2003)は， 消費者購買決定過程への働きかけに用いられる企業の
プロモーション手段は通常， 広告， セールスマン， パブリシティ， セール
ス ・ プロモーションの4つに分類されるとし， 企業にとっては直接コント
企業にとって直接
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
可
能
広 告
セ
ール
スマン 語気H 口口口
価 格
小売庖
家族・友人
新聞/雑誌の記事
他
集
団
の
メ
ン
バ
ー
第三者による製品テスト
企業にとって直接は
コ
ン
ト
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ー
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不
能
(出所)池尾恭一編著(2003) rネット ・ コミュニティのマーケティング
戦略:デジタル消費社会への戦略対応J有斐閣， 17頁。
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ロール不能な要素を加えて, <表.3-4.2　消費者情報源>のように纏めて
いる｡さらに,インターネット時代の消費者情報源について触れ,インタ
ーネッ吊まやり方によっては,双方向性(互いに情報のやりとりが可能)
と個別性(相手と状況に応じで情報内容を変えることが可能)という特色
を持つと共に,この四類型のすべてに事実上登場しうる了と述べている｡
その後のインターネットの発展(インターネット技術の発展と,それを
操作し参加する人々の発展)を踏まえて,情報の発信者がとのような受信
<表.3-4.3　インターネット時代のコミュニケーション方法>
受信 発信 亶ﾈN".ｒ消費者(不特定多数) 舒仂b       
消費者 懲Rﾖﾖ鳴*個人不一ムページ 懲Rﾖﾖ著爾    
(含メーリングリスけ 暢ﾌ)ﾈ7X8ﾘ4vV$ｦ*企業ホームページ     
*ネット.コミュニティ 暢6ﾈ6(6r(7X6ｨ6X4"該当欄へ書き込み    
(CIosedUserGroup) +電話 +FAX■ ･4ﾘｸ5鋳*企業主宰ネットコ       
★SNS(オープン) でQ&Aコミュニティサイト e,tc''' h6ｨ6X4(,伜ｹ6I       
+手紙 etc- FAX +手紙 etG.-  
企業 懲Rﾖﾖ鋳x588ﾈ4vW(+,ｶ編ｸ8ｲﾘ4ｸ5x92*企業ホームページ *企尭ブログ(webIog) *ネット広告(バナー/棉 ･索連動/コンテンツ連動 /RSS等各纏う *ネ              ィ 忠z｢ 
+セ-ルス.パースン +r厚話 +FAX +手紙(ダイレクトメール) etc-. 頂5ｨｸ8ｸ5り7ｸ52ｹ6Idｸ訷鐫88ﾈ4x8ｸ8ｲｲ87X8ｨ5h6X4""訂[ｨﾔﾉ8y6h4(4ﾈﾙ靫ﾈﾙ9鋳ｸ5ｨｸ8ｸ6ﾂ繆ﾏｸ8"ﾘ5h828iGｩW｢･WF2ﾒ                                          
(凡例) * :インターネット時代のコミュニケーション方法　+:従来型のコミュニケーション方法
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者へどのような方法で情報を伝達することが可能かを, <表.3-4.3　イン
ターネット時代のコミュニケーション方法>に纏めてみた｡
発信者としては消費者と企業の2種類を,発信者がコミュニケートを意
図する発信先(受信者)として消費者(特定)弓肖費者(不特定多数) ･企
業の3種類をとり,さらに,従来型のコミュニケーション方法とインター
ネット時代の新たなコミュニケーション方法をマークで識別してある｡(な
義, SNSはSocialNetworking Serviceの略である｡)
最も大きな特徴として,従来から企業が持っていた情報発信力に迫る程
の情報発信力を消費者個々人が入手していることが挙げられるであろう｡
端的な例として,消費者(不特定多数)へ向けて何らかの情報発信をした
いと考えた時に,企業は従来から,表･下段･中央欄の従来型のコミュニ
ケーション方法のマーク(+)ように,資金力にモノを言わせて広告宣伝
などの多くの手段を持っていたが,消費者個人は表ではその上の欄のよう
に,およそ手段を欠いていた｡ (新聞への個人広告掲載等が可能と言えば
言えるがおよそ一般的では無い｡)ところが,インターネット時代の新た
なコミュニケーション方法のマーク(*)に着日すると,消費者個々人が
様々な方法で不特定多数の消費者へも情報発信可能な時代へと大きく変化
したことが理解できる｡本稿において, ｢インターネット時代における消
費者間の相互作用｣を強調し,そこに着目するところからイノベーション
のパワーバランスに対する解釈をさらに深め,そして新たな企業戦略を導
出したいと考えている理由の一端が,まさにここに現れているのである｡
3-5.小括
本章では,新たな｢イノベーションのパワーバランス･モデル｣を捷示
し,その後にその理論的背景と根拠となる事実に関して検討してきた｡
前半で企業間の相互作用について,後半で顧客間の相互作用に関して検討
したが,企業間の相互作用では,新たな競争観に触れた後に日本企業の同
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質的行動などの特性をおさえ,業界標準をめぐる動きに続いて,戦略的提
携･M&Aと企業統合,というように企業間の相亙作用が徐々に強まる動
きに添ってその状況を検討してきた｡
一方,顧客間の相互作用に関しても,消費者の意思決定プロセスに関し
てレビューした後に,顧客間の相互作用に関する伝統的な理論をレビュー
し,その後,インターネット時代に大きく変容し拡大した顧客間相互作用
に関して検討した｡次章で,これらの要素を踏まえて企業戦略に関する議
論を進めていくこととする｡
4.企業戦略への展開
4-1.はじめに
本稿では,まず進化的イノベーション･モデルのレビューをした後に,
その発展型を考えるにあたって企業間の相互作用と顧客間の相互作用を検
討してきた｡その検討を踏まえて,企業戦略に対する展開の可能性の一部
を本章で検討してみたい｡
4-2.企業戦略へのリンケージ
第2章で<図.2-4.1イノベーションのパワーバランス･モデル>をベ
ースに<図.2-5.1技術戦略とマーケテイング戦略-のリンケージ>に展
開したように, <図.3-2.1イノベーションのパワーバランス･モデル>
をベースに<図.4-2.1企業戦略へのリンケージ>に展開してみた｡
これは第3章で深く検討してきたイノベーションのパワーバランス･モ
デルに含まれる含意を踏まえて,企業戦略立案の検討のために, 4つのパ
ワーの担い手となる①積極的顧客, ②消極的顧客, ③積極的企業等, ④消
極的企業等を四隅に,そして,小沢(2005)で検討した<図.2-5.1技術
戦略とマーケテイング戦略へのリンケージ>の基本戦略,及び顧客グルー
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<図.4-2.1 企業戦略へのリンケージ・ モデル>
②消極的顧客 ①積極的顧客
I �* I 
ノベーション採用をためらう顧客 ・イノベーション採用へ向かう顧客
C 〉
プ内とグループ間の相互作用を記載したモデルであるO
この時点における各企業の戦略は， <表.2-6.1 各企業の基本戦略>を
修正した形で， <表.4-2.1 各企業の基本戦略>のように表されることを
確認しておきたい。
<表.4-2.1 各企業の基本戦略>
ix 
積極的 消極的積極的顧客 消極的顧客 企業等 企業等
競争積極的 促 進 軟 化 競争と協調 まれに協調企業等
消極的 競争 競争と協調抑 制 強 化 まれに協調企業等
4-3. 積極的企業等の戦略拡張
第3章で検討してきた顧客間の相互作用を戦略立案時の要素として取り
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入れることで,企業戟略のオプションを拡張することができる｡まず,積
極的企業等の戦略に関して検討してみる｡
小沢(2005)の段階では,積極的顧客はイノベーションの採用と利用に
意欲を持ちている顧客としてきたか,顧客間の相互作用を勘案す･ると,そ
の｢積極的顧客の継続的な満足度｣が非常に重要な意味を持っていること
が理解できるようになる｡つまり,､イノベーションを採用した積極的顧客
群の一人ひとりがそれぞれどの程度,イノベーションの採用と継続的利用
に満足しているか,或十､は不満に駄じているかについて,顧客間で情報の
発信･受信が継続的に行なわれるからである｡
Rosen, E. (2000)27)は, ｢クチコミにはいろんな調査があるが,人はポジ
ティブなコメントよりもネガティブなコメントをより広げることが一貫し
て示されている｡｣し■としで様々な事例を紹介し∴ポギア･イブな人とネガテ
ィブな人がそれぞれ何人に話すかという比率は各様だが,ネガティブな人
の方が一貫して多くの他人に話している状況を示している｡
このような状況を考える.と,この顧客間の活発な相互作用は｢諸刃の剣｣
として企業は対応せねばならない｡
積極的企業等からすれば,イノベーションを採用･利用している積極的
顧客を満足させ続けることができ和ぎ,その顧客は積極的顧客にも消極的
顧客にも,イノベーション採用･利用の喜びを口コミで語り積極的顧客内
での相乗効果を促進すると共に,消極的顧客をイノベーション採用へ導く
ような行動をとるであろう｡しかしながら,積極的顧客に不満を持たせて
しまった場合には,その顧客はイノベ-シ.ヨン採用に積極的であるにも係
わらず,そのイノベーション採用･利用の不満点を積極的顧客にも消極的
顧客にも口コミで流すであろう｡しかも,満足していたケースよりも,多
くの人々に不満点を流すことになると考えられるのである｡まさに｢顧客
間相互作用のワナ｣であり,諸刃の剣なのであ-る
この検討の結果,積極的企業等の基本戦略は,従来の｢促進｣に｢継続
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的な顧客満足」の推進加えることが必要になるものと考えるO そうすれば，
く図.4-3.1 積極的企業等の戦略拡張>の曲線の矢印のようなルートを辿
り， 積極的顧客経由で消極的顧客の購買態度を軟化させイノベーション採
用を促すことが可能となるのであるO
<図.4-3.1 積極的企業等の戦略拡張>
③積極的企業等 ④消極的企業等
・企業がイノベーション採用容易化を
EC@ 
K31白ラ ・企業がイノベーション採用容易化を
⑪ロ困
己 白
このルートに関して， 写真システムにおけるデジタル化へのイノベーシ
ヨンの例を用いて， 具体的に検討してみたい。
デジタルカメラは製品の技術進歩が早く， デジタルカメラを購入したユ
ーザーは数ヶ月もすると新たな仕様の新製品が次々と発売されるので， 自
分が購入した製品がどんどん陳腐化していくように感じることも不満足の
原因となっていくO
このような消費者の感情に対して， 積極的企業は以下のような対応を可
能としうる戦略を予め練り， 組織的な準備をすることが必要となるO 具体
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的な｢例示｣を行なうと,
1)ハードウェアに関しては,グレードアップサービスを可能とするよ
うに,数年先の機種開発まで見越した基本設計を行なうと共に,組織的な
対応を計画しておく｡
2)ソフトウェアは,適時,自社のホームページからその機種に応じた
最新ソフトウェアのダウンロードを可能として,ソフトウェアレベルにお
いては,少なくとも新たな機能拡張を継続しうるソフトウェア設計を取り,
組織的な対応を整備しておく｡
3)購入者には上記のようなハードウェア･ソフトウェアのグレードア
ップサービスという魅力を訴求して,自社のメールマガジンなどのシステ
ムへの登録を強力に進め,補捉率(既購入者数に占めるメールマガジンへ
の登録者数)を上げる努力をする｡そして,既購入者に対して,上記サー
ビスを実現可能とする｡
4)消費者が例えば有効画素数などデジタルカメラの機器スペックに拘
り過ぎるのを防止し,写真撮影･観賞の楽しみを追求してもらうために,
デジタルカメラの撮影状況に応じた操作方法や上手いデジタル写真の撮影
方法,撮影後のパソコン上での画像処理方法等,ポストセールスにおける
付加価値を訴求する｡ (メールマガジンからWEB連係,セミナー等によ
り)
5)新製品ニュースもメールマガジン等を通じて,新機能の衝撃的キャ
ッチコピーなどは避ける配慮をしつつも事実を伝達して自社離れを防ぐと
ともに,新製品へ顧客が買い替えを希望する場合には下取りセールスなど
により他社への流出を防止する｡
このような木目細かいフォロー体制を敷くことによって,顧客がおおよ
そ継続的に満足していられるような状況を作り出せるよう,社内の思考方
向と実際の組織対応を行なう｡
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4-4. 消極的企業等の戦略拡張
消極的企業等の戦略拡張を考えるにあたって， まず消極的顧客に関して
検討-を進めるO 消極的顧客の階層構造を分析すると， く図.4-4.1 消極的
顧客の階層構造>のような階層構造を形成していることが想定されるO 階
層構造は考え方によって何段階かに分離するであろうが， 簡単のために3
段階のモデルを示した。
<図.4-4.1 消極的顧客の階層構造>
〆
J 
I 
I 
I / /l コア )\ \ 
態度:
保留 1
1 
\ 
1 旧システム / 、 / 
、
まず 最も中心に位置していわゆるコアを形成しているカテゴリーが，
旧システムの熱狂的支持者の「コアJ であるO これは写真システムに関
する例では銀塩写真愛好者で I銀塩写真のやわらかさが魅力JI(自分で)
現像作業中に， ぼや~っと画像が浮かんでくる時が至福の時間Jなどと語
る人々であるO オーデイオ機器がかつてのアナログ技術からデジタル技術
に移行し， すなわちアナログ ・ レコードからCD (コンパクトディスク)
に市場が移行した後， 現在に至つでもなお， アナログ・ レコードの愛好家
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が存在しているが， 彼らもまた， オーデイオに関してはこの「コア」とい
うカテゴリーに所属すると言えるO
第2の層はいわゆる中間に位置し， どちらかといえば旧システム支持，
という「中間層」であるO 彼らは「コア」程は熱狂的でないが， 旧システ
ムの魅力を知る層であるO
そして一番外周に位置するのが， I浮遊層」であるo Iとりあえず惰性で
旧システムの使用を続けている」或いは， I新システムは金銭的に購入対
象とならず， 旧システムの使用を継続しているJ， Iデジタル機器の操作は
苦手J， I意識的に現在は新システムを買い控えて， 安く操作が簡単なもの
の市場投入を待っているJ I難しそうで態度保留， というか判定不能なの
で， 旧システムを使用継続している。」等の態度を持つ階層であるO
<図.4-4.2 消極的企業等の戦略拡張>
矧(閥)用/
に
等、
河
/yド\
業
←
l
的引一争一融
問
E
③
づい即
、
ノ
-
調
­
，
協
-
e、
④消極的企業等
・企業がイノベーション採用容易化を
渋る力⑪p困
可V
C 〉
これらの想定の後に消極的金業等の戦略に戻ると， く図.4-4.2 消極的
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企業等の戦略拡張〉のように， く図.4-3.1 積極的企業等の戦略拡張>と
は対称的に， 消極的顧客に働きかけ顧客満足度を高めることによって， ア
ンチ ・新システムとしての反動現象の引き起こしを狙う戦略が浮かび上が
るD この際に消極的顧客の階層構造に留意し， そのどの層を狙った商品/
メッセージなのかを明確に意識することが重要となる。 そして， 例えばコ
ア層を狙った商品などによりアナログ写真の魅力に関する口コミを伝播
(顧客間の相互作用)してもらうことによって， 消極的顧客に対してはイ
ノベーションの採用へ流れることを防止すると共に， 積極的顧客にもその
動きを抑える効果を期待しうるような戦略オプションを増加させることが
できるのである。
4-5. 小括
これまでの検討結果を踏まえると， く表.4-2.1 各企業の基本戦略〉は，
く表.4-4.1 各企業の基本戦略〉のように書き換えることができるO
<表.4-4.1 各企業の基本戦略>
時1
積極的顧客 消極的顧客 積極的企業等 消極的企業等
促 進 軟 化
. 
競争
積極的企業等
継続的な (左記・積極的顧
競争+協調
(まれに協調)
顧客満足度向上 客経由の刺激)
抑 制 強 化
消極的企業等
競争
競争十協調
|
(右記・消極的顧 特定顧客の
(まれに協調)
客経由の刺激) 満足度向上
すなわち積極的企業等の基本戦略として， 対積極的顧客では「促進Jと
「継続的な顧客満足度向上J， 対消極的顧客では「軟化」と前述の「積極的
238
顧客経由での刺激｣,対積極的企業等では｢競争と協調｣,対消極的企業等
では｢競争･まれに協調｣である｡一方,消極的企業等の基本戦略として
は,対積極的顧客では, ｢抑制｣と後述の｢消極的顧客経由での刺激｣,対
消極的顧客では｢強化｣と｢特定顧客の満足度向上｣,対積極的企業等で
は｢競争･まれに協調｣,対消極的企業等では｢競争と協調｣となる｡
5.総括と今後の課題
｢新たな技術体系から成る新システムが顧客によって受け入れられ,全
体的に従来型システムから新システム-とドラスティックに移行していく
類のイノベーション｣を仮に｢進化的イノベーション｣と本論文では呼ぶ
こととした｡現代の製造業が競争優位を持続するためには,それを乗り越
えること,さらには,そのイノベーションの機会を捉えて自社をより優位
なポジションへとシフトさせることが極めて重要な事項であると考え,本
研究では各企業が企業戦略を策定する基礎とできるように,その｢イノベ
ーション･メカニズムのモデル化検討｣を研究目的とした｡
本稿の前置きとなる過去論文,小沢(2005)をレビューした後に,本稿
の鍵概念である｢企業間の相互作用｣と｢顧客間の相互作用｣に関して深
く分析･検討することによって,新たな｢イノベーションのパワーバラン
ス･モデル｣と｢企業戦略-のリンケージ･モデル｣を策定し,各企業の
基本戦略をまとめて本稿の締めくくりとした｡
イノベーションに対応する,或いはイノベーションを自ら推進するには,
単純に技術革新を行なえば良いのでは無く, ｢変化に対応しうる企業の組
織的な能力の向上がともなっていることが必要｣2R'である｡各企業は,ど
のように進化的イノベーションへ向かう組織能力を蓄積してそれを乗り越
えると共に,その機会を利用して自社を優位なポジションへシフトしてい
けば良いのか,今後の検討課題として深めていきたい｡
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